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資料３－４

公益性を取扱う仕組みに係る検討の主な視点（適正運営の確保のあり方）

主 な 視 点 留 意 点

○非営利法人が公益性を有する場合 ・ 非営利法人が公益性を有すると判断された場合、その後も、適正な運営が確保されるための
における適正運営の確保について 方策の検討に当たっては、
の基本的な考え方 ① 公益性を有するに相応しい規律を前提とした自律性を確保する、

② 法人活動の適正さの判断に資する透明性を確保する、
③ 現行の主務官庁制の下での指導監督といった手法を離れるとすれば、どのような考え方で
適正な運営を確保すべきか、

といった視点を念頭に置く必要があるのではないか。

・ 公益性を有する非営利法人に必要な規律については、公益性の判断基準として挙げられたも
ののほか、ガバナンスや情報開示（ディスクロージャー）に関する制度的な仕組みのあり方に

、 、 、ついて 非営利法人ＷＧにおける検討状況も踏まえつつ 検討することが適当と考えられるが
どうか。

・ また、公益性判断後においても、法人の規律（ガバナンス等）の遵守を担保することにより
適正運営を確保する観点から、公益性要件等の観点から問題がないかどうかをチェックし、問
題が生じた場合には、それを是正するための仕組みや手段のあり方を検討する必要があると考
えられるが、どうか。

・ なお、公益性を有する非営利法人に係る特別な法律的取扱いについて 「法人」に着目して、
行うのではなく 「公益性を有する事業」に着目して行う場合は、その公益的な活動を行う法、
人の規律は非営利法人としての規律のみになると考えられるが、どうか。

・ 現行の民法・公益法人に係る指導監督基準、 法人制度や特別法に基づく法人制度等をNPO
念頭に置きつつ、現に存在する公益法人等の実態も踏まえて、適正運営の確保のための仕組み

。 、 、を検討する必要があるのではないか また 公益性を取扱う仕組みに係る効果を念頭に置いて
こうした仕組みを検討する必要があるのではないか。

・ 法人の規模に応じてその活動範囲や事業規模等も異なり得るが、法人の規模によってガバナ
ンスや情報開示などに関する規律を区別する必要性について、どのように考えるか。
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主 な 視 点 留 意 点

○適正運営確保のための仕組みのあ
り方
－ガバナンス ・① 相応しい規律を前提とした自律性の確保、

② 公益性を有するに相応しい規律（ガバナンス等）のしっかりした法人の受け皿となる仕組
みの提供の重要性、

③ 公益性を取り扱う仕組みに係る効果
といった視点を踏まえれば、そうした法人が、自ら適正な運営を図るための、一般の非営利法
人よりもしっかりとしたガバナンスの仕組みを備える必要があるのではないか。

・ 非営利法人に係るガバナンスのあり方の検討状況を踏まえ、例えば、以下の事項につき検討
してはどうか。
① 理事の責任のあり方（理事の受託者責任の導入の適否等）
② 理事に対する「内部的」コントロールのあり方（社員総会、監事等）
③ 理事に対する「外部的」コントロールのあり方（外部監査、寄附者や国民一般による監査
請求等）

－ディスクロージャー ・ 現行公益法人制度の下での主務官庁による指導監督を離れ、法人の自律性を高める方向で検
討するとすれば、適正な運営を図るための方策として、情報開示（ディスクロージャー）を通
じた透明性を高めて、法人内外の利害関係者（役員、社員、寄付者、債権者など）や広く国民
一般に対する、可能な限りの情報開示を通じて、いわゆる社会監視により、適切な運営を図る
といった考え方があるが、どのように評価するか。その際、公益性を取り扱う仕組みに係る効
果も念頭に置いて、情報開示（ディスクロージャー）の開示対象者や開示内容の範囲について
検討する必要があるのではないか。

・ 非営利法人に係る情報開示のあり方の検討状況を踏まえ、例えば、以下の事項につき検討し
てはどうか。
① 開示対象のあり方（社員、債権者等利害関係者のみならず、潜在的な寄付者をはじめ、広
く国民一般にまで対象を拡充することの適否）

② 開示内容のあり方（どのような考え方でどのような情報を開示すべきか）
③ 開示方法のあり方（インターネットの活用等）

・ 仮に開示対象・内容を拡充することとする場合は、プライバシーの保護と開示による透明性
向上への要請について、どのように調和を図るべきか。
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主 な 視 点 留 意 点

－いわゆる事後チェックの手段 ・ 法人の不適切な活動などにより問題が生じ、その早期是正が望ましい場合があると考えられ
るところ、一般に、それを是正するための実効性ある事後チェックの仕組みや手段を用意する
必要があると考えられるが、どうか。その際、公益性を取扱う仕組みに係る効果も念頭に置い
て、そうした仕組みや手段のあり方を検討する必要があるのではないか。また、事後チェック
の実効性の確保と法人運営の自律性の確保とのバランスをどのようにとることが適切と考える
か。

・ 法人の不適切な活動を是正するための仕組みや手段としては、公益性の判断主体等による
① 報告聴取
② 立入検査
③ 改善命令
④ 公益性認定の取消し
⑤ 解散命令
等を組み合わせたシステムが考えられるが、これらの組合せや、その権限行使の要件も含め、
どのようなものとするのかにつき、検討する必要があると考えられるが、どうか。

・ このような是正措置等いわゆる事後チェックを行う主体についてはどのように考えるか。公
益性の判断主体や裁判所などが想定されるが、いずれにしても、公益性を取り扱う仕組みに係
る効果や判断主体のあり方等も踏まえつつ、総合的な検討が必要。

－その他 ・ その他公益性を有する法人に係る規律の遵守を担保する観点から、必要な制度的仕組みや手
段のあり方としてどのようなものが考えられるか。


